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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第19期

中間連結会計期間
第20期

中間連結会計期間
第19期

会計期間
自2025年１月１日
至2025年６月30日

自2026年１月１日
至2026年６月30日

自2025年１月１日
至2025年12月31日

売上高 （千円） 5,771,565 6,944,324 13,489,533

経常損失 （千円） △210,487 △4,731 △664,436

親会社株主に帰属する中間（当

期）純損失（△）
（千円） △399,635 △115,126 △1,106,548

中間包括利益又は包括利益 （千円） △389,873 △119,110 △1,017,679

純資産額 （千円） 10,574,206 9,822,447 9,943,623

総資産額 （千円） 18,665,358 17,155,822 18,434,591

１株当たり中間（当期）純損失

（△）
（円） △34.00 △9.78 △94.08

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 12.3 9.3 9.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △1,931,425 △1,832,124 △2,051,465

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △2,642,196 439,388 △2,660,591

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 1,335,856 △274,159 1,059,213

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 4,322,365 2,259,222 3,921,884

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間（当

期）純損失であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

継続企業の前提に関する重要事象等について

　当社グループは、2024年12月期においてはM&Aアドバイザリー事業の売上が低迷し、2025年12月期においてはコン

サルティング系事業の売上が低迷したこと、また、投資事業における投資実行時期が計画から遅延したため人件費等

の固定費の計上が先行した結果等を主たる要因として、２期連続で営業損失を計上いたしました。このため、継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在していると認識しております。

　当該事象又は状況に対する当社の対応は、２ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析（４）事業上及び財務上の対処すべき課題に記載の通りであり、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認め

られないものと判断しております。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1)財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績の分析

当中間連結会計期間（自2026年１月１日　至2026年６月30日）おけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善など

を背景に緩やかな回復基調で推移いたしましたが、中東情勢などの地政学的なリスクの高まりによる資源やエネル

ギー価格の上昇、米国の通商政策や為替相場の動向、物価上昇の継続による個人消費への影響等の懸念もあり、景

気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。

このような経営環境の下、当社グループは、2026年２月13日に公表いたしました中期経営計画の初年度である

2026年度の予算達成に向けて、経営コンサルティング、Ｍ＆Ａアドバイザリー、再生支援、その他の機能を活かし

た包括的なサービス提供により、ワンストップで企業の課題解決を図る提案と執行に注力してまいりました。ま

た、連結子会社フロンティア・キャピタル株式会社（以下、「ＦＣＩ」という。）においては、当中間連結会計期

間において、新たに２件の経営人材の派遣を伴う投資を実行し、累計では９社に出資を行っています。

経営コンサルティング事業、再生支援事業、及びその他事業（以下、「コンサルティング系事業」という。）

は、人員適正化に伴って生産性の改善が見られたものの人員数減少等の影響により経営コンサルティング事業の売

上規模が縮小したこと、ならびに従来、当社が主に取り組んでいる中・大型再生案件及び上場企業の再生案件の減

少等の市況要因等から再生支援事業が低調となったため、売上高は2,895,968千円(前年 同期比21.0％減)となりま

したが、Ｍ＆Ａアドバイザリー事業では、注力セクター及び注力案件テーマにフォーカスした体制拡充と営業強化

に取り組んだ結果、売上高は1,135,915千円（前年同期比63.2％増）と前年同期比で大幅な増収となりました。こ

の結果、コンサルティング・アドバイザリー事業セグメントの売上高は4,031,883千円（前年同期比7.6％減）、営

業利益は162,578千円（前年同期比0.4％減）となりました。

投資事業セグメントにおいては、投資案件の積み上げによる経営指導料の増加により投資事業の売上高が増加し

たほか、前第１四半期連結累計期間末に連結の範囲に含めた連結投資先である株式会社ホビーリンク・ジャパン他

２社に係る玩具小売事業の売上の期初からの取り込みにより、売上高は2,912,440千円（前年同期比106.1％増）と

大幅に増加し、引き続き人件費等の固定費の計上が先行しているものの投資事業としての運営基盤の拡大が進んだ

ことから、79,499千円の営業損失（前年同期は184,859千円の営業損失）を計上することとなりました。以上の結

果、当社グループの当中間連結会計期間の業績は、売上高は6,944,324千円（前年同期比20.3％増）、営業利益は

83,078千円（前年同期は営業損失21,601千円）、支払利息90,335千円等を控除し、経常損失は4,731千円（前年同

期は経常損失210,487千円）、法人税等合計126,042千円等を控除した結果、親会社株主に帰属する中間純損失は

115,126千円（前年同期は親会社株主に帰属する中間純損失399,635千円）となりました。

 

　セグメント別の経営成績は次のとおりであります。なお、売上高はセグメント間の売上高を含んでおります。

 

≪コンサルティング・アドバイザリー事業セグメント≫

　コンサルティング・アドバイザリー事業セグメントの当中間連結会計期間の業績は、コンサルティング系事業の

売上高が2,895,968千円(前年 同期比21.0％減)と前年同期比で減収となりましたが、Ｍ＆Ａアドバイザリー事業の

売上高が1,135,915千円（前年同期比63.2％増）と前年同期比で増収となった結果、本セグメントの売上高は

4,031,883千円（前年同期比7.6％減）、営業利益は162,578千円（前年同期比0.4％減）となりました。
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（コンサルティング系事業）

　コンサルティング系事業の各事業別の経営成績は次のとおりであります。

 

＜経営コンサルティング事業＞

経営コンサルティング事業の当中間連結会計期間の業績は、売上高2,549,426千円（前年同期比12.4％減）とな

りました。当中間連結会計期間においては、金融法人等からの案件獲得とともに大手事業法人からの案件獲得を図

るべく営業チャネルの強化に取り組んでおり、また、人員適正化により生産性の面からも業績は改善傾向にありま

すが、人員数の減少等の影響で規模が一時的に縮小した結果、前年同期比で減収となりました。

 

＜再生支援事業＞

再生支援事業の当中間連結会計期間の業績は、売上高300,484千円（前年同期比58.1％減）となりました。再生

案件はその性質上から特に市場の影響を受けやすく、従来、当社が主に取り組んでいる中・大型再生案件及び上場

企業の再生案件の減少等により再生案件数が限定的に推移した結果、前年同期比で減収となりました。

 

＜その他事業＞

その他事業の当中間連結会計期間の業績は、売上高46,056千円（前年同期比16.3％増）となりました。

 

（Ｍ＆Ａアドバイザリー事業）

Ｍ＆Ａアドバイザリー事業の当中間連結会計期間の業績は、注力セクター及び注力案件テーマにフォーカスした

体制拡充と営業強化に取り組んだ結果、売上高は1,135,915千円（前年同期比63.2％増）と前年同期比で大幅な増

収となりました。

 

≪投資事業セグメント≫

　投資事業セグメントの当中間連結会計期間の業績は、投資案件の積み上げによる経営指導料の増加により投資事

業の売上高が増加したほか、前第１四半期連結累計期間末に連結の範囲に含めた連結投資先である株式会社ホビー

リンク・ジャパン他２社に係る玩具小売事業の売上の期初からの取り込みにより、売上高は2,912,440千円（前年

同期比106.1％増）と大幅に増加し、引き続き人件費等の固定費の計上が先行しているものの投資事業としての運

営基盤の拡大が進んだことから、79,499千円の営業損失（前年同期は184,859千円の営業損失）を計上することと

なりました。

 

（投資事業）

投資事業の当中間連結会計期間の業績は、当中間連結会計期間において、新たに２件の投資を実行し、投資実績

の積み上げによる経営指導料の増加により、売上高は203,708千円（前年同期比104.5％増）となりました。

 

（玩具小売事業）

玩具小売事業の当中間連結会計期間の業績は、フィギュア・模型等の海外向け小売等に注力した結果、売上高は

2,708,732千円（前年同期比106.2％増　ただし、前年同期は株式会社ホビーリンク・ジャパン他２社の連結取込後

の３か月の売上高）となりました。

 

② 財政状態の分析

＜資産の部＞

　当社グループの当中間連結会計期間末の資産残高は17,155,822千円（前連結会計年度末は18,434,591千円）とな

り、前連結会計年度末と比して1,278,768千円減少いたしました。

　これは主に、営業投資有価証券が879,190千円増加した一方で、現金及び預金が2,189,414千円減少したことによ

るものであります。

 

＜負債の部＞

　当社グループの当中間連結会計期間末の負債残高は7,333,375千円（前連結会計年度末は8,490,968千円）とな

り、前連結会計年度末と比して1,157,592千円減少いたしました。

　これは主に、賞与引当金が630,255千円、長期借入金が274,246千円、未払金が128,384千円、買掛金が67,211千

円、繰延税金負債が37,072千円減少したことによるものであります。

 

＜純資産の部＞

　当社グループの当中間連結会計期間末の純資産残高は9,822,447千円（前連結会計年度末は9,943,623千円）とな

り、前連結会計年度末と比して121,175千円減少いたしました。

　これは主に、当中間連結会計期間における親会社株主に帰属する中間純損失115,126千円の計上によるものであ

ります。
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③ 資本の財源について

当社グループの運転資金及び設備投資資金等は手元資金で賄うことを基本とし、必要に応じて銀行からの借入に

より調達しております。なお、経営人材の派遣を伴う投資事業を行う連結子会社フロンティア・キャピタル株式会

社では、その投資資金を手元資金と金融機関等からの出資金により賄う方針です。同社は、投資資金に充てるた

め、2023年１月18日、2023年２月28日及び2024年７月26日付で、金融機関８行並びに１社から第三者割当増資によ

り総額8,000,600千円の資金調達を行い、Ａ種種類株式79,997株及びＢ種種類株式９株の合計80,006株を発行して

おります。当中間連結会計期間末における同社の発行済株式数及びその保有状況は以下のとおりです。

 

 Ａ種種類株式 Ｂ種種類株式 Ｃ種種類株式 計

当社保有 － 91株 14,909株 15,000株

非支配株主保有 79,997株 9株 － 80,006株

計 79,997株 100株 14,909株 95,006株

（注）Ａ種種類株式及びＣ種種類株式は、フロンティア・キャピタル株式会社の株主総会において議決権を行使でき

ない配当優先株式であり、Ｂ種種類株式は、同社の株主総会において、１株につき１個の議決権を有する普通株

式と同等の株式でありますが、剰余金の配当は行われません。

 

フロンティア・キャピタル株式会社では、今後、以下のように配当を実施していく方針です。

　同社の会社法上の分配可能額及び運営上必要となる手元現金預金水準を下回らない範囲で、同社グループの連結

当期純利益（ただし、同社単体の投資有価証券の売却益については、その50％を控除する。）の50％を配当総額と

する見込みです。

　配当総額は、定款の定めに従い、以下の順番で分配されます。

（a）Ａ種種類株式への配当

　　 Ａ種種類株式の払込金額に満つるまで、Ａ種種類株主に配当を行います。

（b）Ｃ種種類株式への配当

　　 上記（a）の配当実施後は、Ｃ種種類株式の払込金額に満つるまで、Ｃ種種類株主に配当を行います。

（c）上記以降

上記（b）の配当実施後は、連結会計年度ごとに、Ａ種種類株主に対して追加配当額があれば、これを支払っ

た後、なお配当ができる場合には、Ａ種種類株主及びＣ種種類株主に対して規定に従い配当を行います。

 

(2)キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

1,662,661千円減少し、2,259,222千円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は1,832,124千円（前年同期は1,931,425千円の資金の使用）となりました。これは

主にのれんの償却額171,693千円の増加要因と賞与引当金の減少額630,255千円、営業投資有価証券の増加額

879,190千円、売上債権の増加額116,736千円、法人税等の支払額98,814千円、立替金の増加等によるその他の増加

266,268千円等の減少要因によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果獲得した資金は439,388千円（前年同期は2,642,196千円の資金の使用）となりました。これは主

に定期預金の払戻による収入500,000千円の増加要因と定期預金の預入による支出10,000千円、有形固定資産の取

得による支出37,107千円、無形固定資産の取得による支出9,700千円の減少要因によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は274,159千円（前年同期は1,335,856千円の資金の獲得）となりました。これは主

に長期借入金の返済による支出274,246千円によるものであります。
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(3)経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当社グループは、2024年12月期においてはM&Aアドバイザリー事業の売上が低迷し、2025年12月期においてはコ

ンサルティング系事業の売上が低迷したこと、また、投資事業における投資実行時期が計画から遅延したため人件

費等の固定費の計上が先行した結果等を主たる要因として、２期連続で営業損失を計上いたしました。このため、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在していると認識しております。

このような状況を踏まえ、当社は2025年２月13日に策定した「構造改革プラン」に掲げるフロント部門の再編に

よる人的資本の集約と生産性向上、M&Aアドバイザリー事業の従来の強みであった国内・中規模案件への重点化、

コーポレート機能の統合・合理化など、固定費削減と収益構造の改善に向けた施策の実行を進め、その効果は当中

間連結会計期間において着実に表れております。

また、2026年２月13日公表の「2026‒2028年度中期経営計画」において、「当社が目指したい絵姿」は「創業当

時の最先端を、新たな最先端のモデルとして実現できる取り組みを加速」することにあり、これを具現化するため

に、①コンサルティング×ＦＡ（Ｍ＆Ａ）の一体支援の更なる強化、②グロースＭ＆Ａ・プリンシパル事業投資の

取り組み、③先進技術の取込みと活用（事業共創）、④クロスボーダーの展開を地域及びケイパビリティの両面で

拡充、⑤ＯＮＥ-ＦＭＩ組織基盤/優秀な人材の獲得・活躍拡大に向けた取り組みという５つの施策を掲げており、

これらを着実に実施することで収益性と成長性の回復を確実なものとしてまいります。

加えて、当社は金融機関３行との当座貸越契約を締結しており、当社の資金繰り計画に照らして当面の資金繰り

に重要な懸念はないと判断しております。

以上により、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。

 

(5)研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 45,648,000

計 45,648,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2026年６月30日）

提出日現在発行数（株）
 

（2026年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,857,821 11,903,219
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 11,857,821 11,903,219 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2026年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2026年５月29日

（注）１
28,000 11,847,161 － 395,022 － 395,022

2026年１月１日～2026

年６月30日（注）２
10,660 11,857,821 6,356 401,379 6,356 401,379

（注）１．譲渡制限付株式報酬としての新株発行による増加であります。

　　発行価額　１株につき580円

　　割当先　取締役兼務者を除く当社執行役員６名、当社従業員５名

２．新株予約権の行使による増加であります。
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（５）【大株主の状況】

  2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

Ｍ＆Ａキャピタルパートナーズ株式

会社
東京都中央区八重洲２丁目２-１ 2,287,000 19.40

大西　正一郎 東京都杉並区 2,177,910 18.48

矢島　政也 東京都港区 616,280 5.23

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号

赤坂インターシティＡＩＲ
437,600 3.71

村田　朋博 東京都大田区 228,500 1.94

ＡＮＴＥＭＡ

（常任代理人：みずほ証券株式会

社）

31, RUE DU COLISEE 75008 PARIS

FRANCE

（東京都千代田区大手町１丁目５-１

大手町ファーストスクエア）

223,900 1.90

岩瀬　英一郎 東京都墨田区 129,900 1.10

大谷　聡伺 東京都豊島区 108,000 0.92

西田　明徳 東京都港区 85,604 0.73

彦工　伸治 埼玉県川口市 81,280 0.69

計 － 6,375,974 54.10

（注）上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）437,600株
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 72,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,775,800 117,758

株主としての権利内容に

何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式であ

ります。１単元の株式数

は、100株であります。

単元未満株式 普通株式 9,421 － －

発行済株式総数  11,857,821 － －

総株主の議決権  － 117,758 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式４株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2026年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

フロンティア・マネジメント

株式会社

東京都港区六本木

三丁目２番１号
72,600 － 72,600 0.61

計 － 72,600 － 72,600 0.61

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,323,310 3,133,896

受取手形、売掛金及び契約資産 1,487,393 1,604,782

営業投資有価証券 3,264,896 4,144,086

商品 600,840 548,993

その他 785,101 1,054,746

貸倒引当金 △26,408 △23,824

流動資産合計 11,435,134 10,462,681

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 556,485 527,048

機械及び装置（純額） 131,666 123,825

工具、器具及び備品（純額） 16,906 14,465

土地 229,620 229,620

その他（純額） 902 784

有形固定資産合計 935,581 895,743

無形固定資産   

ソフトウエア 42,743 45,496

ソフトウエア仮勘定 114,685 109,285

のれん 3,080,580 2,908,887

顧客関連資産 673,727 621,545

その他 1,135 1,063

無形固定資産合計 3,912,872 3,686,278

投資その他の資産   

投資有価証券 296 296

関係会社株式 1,263,995 1,271,857

関係会社出資金 2,972 2,161

敷金及び保証金 379,852 381,294

繰延税金資産 333,492 276,236

その他 199,846 209,593

貸倒引当金 △31,623 △31,623

投資その他の資産合計 2,148,832 2,109,816

固定資産合計 6,997,286 6,691,838

繰延資産   

創立費 2,170 1,302

繰延資産合計 2,170 1,302

資産合計 18,434,591 17,155,822
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 376,986 309,774

短期借入金 800,000 800,000

１年内返済予定の長期借入金 548,492 548,492

未払金 464,324 335,940

未払法人税等 100,115 107,090

賞与引当金 886,940 256,685

役員賞与引当金 9,240 2,655

株主優待引当金 71,031 72,362

資産除去債務 － 42,086

その他 525,389 495,851

流動負債合計 3,782,519 2,970,938

固定負債   

長期借入金 4,049,811 3,775,565

資産除去債務 131,469 96,822

繰延税金負債 371,913 334,841

その他 155,254 155,207

固定負債合計 4,708,448 4,362,437

負債合計 8,490,968 7,333,375

純資産の部   

株主資本   

資本金 395,022 401,379

資本剰余金 754,298 761,557

利益剰余金 317,480 202,354

自己株式 △8,363 △8,363

株主資本合計 1,458,438 1,356,927

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 29,554 29,554

為替換算調整勘定 203,487 213,309

その他の包括利益累計額合計 233,042 242,863

新株予約権 54,976 39,296

非支配株主持分 8,197,166 8,183,360

純資産合計 9,943,623 9,822,447

負債純資産合計 18,434,591 17,155,822
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

売上高 5,771,565 6,944,324

売上原価 3,310,740 4,260,056

売上総利益 2,460,824 2,684,267

販売費及び一般管理費 ※ 2,482,425 ※ 2,601,189

営業利益又は営業損失（△） △21,601 83,078

営業外収益   

受取利息 3,823 5,355

受取保険配当金 3,162 2,991

貸倒引当金戻入額 － 2,004

為替差益 1,621 1,242

売電収入 6,052 －

その他 3,578 4,943

営業外収益合計 18,239 16,538

営業外費用   

支払利息 51,912 90,335

株式交付費 8,732 －

減価償却費 4,500 －

持分法による投資損失 9,319 4

資金調達費用 130,304 2,500

合併関連費用 － 9,919

貸倒引当金繰入額 － 227

その他 2,356 1,360

営業外費用合計 207,125 104,347

経常損失（△） △210,487 △4,731

特別利益   

新株予約権戻入益 － 1,842

特別利益合計 － 1,842

特別損失   

貸倒引当金繰入額 31,623 －

事業構造改善費用 68,340 －

株主総会対応費用 25,000 －

特別損失合計 124,963 －

税金等調整前中間純損失（△） △335,451 △2,889

法人税、住民税及び事業税 55,306 105,858

法人税等調整額 34,219 20,184

法人税等合計 89,525 126,042

中間純損失（△） △424,977 △128,932

非支配株主に帰属する中間純損失（△） △25,341 △13,805

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △399,635 △115,126
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

中間純損失（△） △424,977 △128,932

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △1,988 2,766

持分法適用会社に対する持分相当額 37,093 7,054

その他の包括利益合計 35,104 9,821

中間包括利益 △389,873 △119,110

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △364,531 △105,304

非支配株主に係る中間包括利益 △25,341 △13,805
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純損失（△） △335,451 △2,889

減価償却費 44,701 61,232

繰延資産償却額 868 868

のれん償却額 93,211 171,693

顧客関連資産償却費 29,215 52,181

持分法による投資損益（△は益） 9,319 4

株式報酬費用 14,644 △363

株式交付費 6,398 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △877,997 △630,255

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 3,465 △6,585

貸倒引当金の増減額（△は減少） 34,790 △2,584

株主優待引当金の増減額（△は減少） 7,568 1,330

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） 12,416 －

受取利息 △3,823 △5,355

支払利息 51,912 90,335

売上債権の増減額（△は増加） 463,211 △116,736

営業投資有価証券の増減額（△は増加） △858,333 △879,190

仕入債務の増減額（△は減少） △5,405 △67,211

未払金の増減額（△は減少） △185,928 △94,276

その他 △101,693 △266,268

小計 △1,596,909 △1,694,071

利息の受取額 3,820 5,354

利息の支払額 △233,578 △53,741

法人税等の支払額 △116,305 △98,814

法人税等の還付額 11,547 9,148

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,931,425 △1,832,124

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,500,000 △10,000

定期預金の払戻による収入 － 500,000

短期貸付金の純増減額（△は増加） － △1,148

有形固定資産の取得による支出 △1,427 △37,107

無形固定資産の取得による支出 － △9,700

敷金及び保証金の差入による支出 － △3,433

敷金及び保証金の回収による収入 1,011 778

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△1,148,107 －

関係会社の整理による収入 6,326 －

その他 － 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,642,196 439,388

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 800,000 －

長期借入れによる収入 3,600,000 －

長期借入金の返済による支出 △3,234,246 △274,246

配当金の支払額 △13 △7

連結子会社の増資による収入 193,601 －

ストックオプションの行使による収入 12 140

その他 △23,498 △46

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,335,856 △274,159

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,048 4,233

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,238,814 △1,662,661

現金及び現金同等物の期首残高 7,561,180 3,921,884

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 4,322,365 ※ 2,259,222
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更のうち、重要なものはありません。

 

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

給料及び手当 1,021,489千円 945,322千円

賞与引当金繰入額 8,251 112,863

役員賞与引当金繰入額 1,932 1,611

株主優待引当金繰入額 7,568 1,330

貸倒引当金繰入額 3,165 －

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
至 2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年１月１日
至 2026年６月30日）

現金及び預金勘定 5,673,625千円 3,133,896千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,500,000 △1,000,000

預け金（流動資産の「その他」） 148,740 125,325

現金及び現金同等物 4,322,365 2,259,222

 

（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
中間連結損益
計算書計上額
（注） 

コンサルティ
ング・アドバ
イザリー事業

投資事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 4,358,133 1,413,431 5,771,565 － 5,771,565

セグメント間の内部売上高又は

振替高
4,000 － 4,000 △4,000 －

計 4,362,133 1,413,431 5,775,565 △4,000 5,771,565

セグメント利益又は損失（△） 163,258 △184,859 △21,601 － △21,601

（注）「セグメント利益又は損失」は、中間連結損益計算書の営業損失と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報
（子会社の取得による資産の著しい増加）
当中間連結会計期間において、連結子会社であるフロンティア・キャピタル株式会社が、同社の連結子会
社であるＦＣＩ１株式会社を通じて、株式会社ホビーリンク・ジャパンの全株式を所有する株式会社イーグ
ルインベスコの全株式及び新株予約権を取得し、これを連結の範囲に含めたことに伴い、前連結会計年度の
末日に比べ、投資事業のセグメント資産が4,713,349千円増加しております。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

当中間連結会計期間において、玩具小売事業を営む株式会社ホビーリンク・ジャパン及び同社の子会社で

ある株式会社ビーバーコーポレーションが投資事業セグメントに加わったことにより、投資事業セグメント

の売上高は、投資先に対するコンサルティング報酬等と玩具小売事業の商品売上により構成されておりま

す。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

投資事業セグメントにおいて、連結子会社であるフロンティア・キャピタル株式会社が、同社の連結子会

社であるＦＣＩ１株式会社を通じて、株式会社ホビーリンク・ジャパンの全株式を所有する株式会社イーグ

ルインベスコを子会社化したことにより、のれんを計上しております。当中間連結会計期間において当該事

象によるのれんの増加額は、3,139,272千円であります。
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当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
中間連結損益
計算書計上額
（注） 

コンサルティ
ング・アドバ
イザリー事業

投資事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 4,031,883 2,912,440 6,944,324 － 6,944,324

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － － － －

計 4,031,883 2,912,440 6,944,324 － 6,944,324

セグメント利益又は損失（△） 162,578 △79,499 83,078 － 83,078

（注）「セグメント利益又は損失」は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

 

（企業結合等関係）

　2025年２月28日（みなし取得日　2025年３月31日）に行われた株式会社イーグルインベスコ及びその子会社２

社との企業結合について、前中間連結会計期間において暫定的な会計処理を行っておりましたが、前連結会計年

度末に確定しております。この暫定的な会計処理の確定に伴い、当中間連結会計期間の中間連結財務諸表に含ま

れる比較情報において取得原価の当初配分額に重要な見直しが反映された後の金額により開示しております。こ

の結果、前中間連結会計期間の中間連結損益計算書は、販売費及び一般管理費が10,827千円増加し、営業損失、

経常損失及び税金等調整前中間純損失が同額増加しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

（単位：千円）

 コンサルティング・アドバイザリー事業

 
経営コンサ
ルティング

Ｍ＆Ａアド
バイザリー

再生支援 その他

コンサル
ティング・
アドバイザ
リー事業合
計

コンサルティング・
アドバイザリー報酬等
（成功報酬を除く）

2,894,986 475,460 697,668 39,593 4,107,708

成 功 報 酬 13,800 216,625 20,000 － 250,425

商 品 売 上 － － － － －

顧 客 と の 契 約 か ら
生 じ る 収 益

2,908,786 692,085 717,668 39,593 4,358,133

そ の 他 の 収 益 － － － － －

外部顧客への売上高 2,908,786 692,085 717,668 39,593 4,358,133

 

 投資事業

合計
 投資 玩具小売

投資事業

合計

コンサルティング・
アドバイザリー報酬等
（成功報酬を除く）

81,420 － 81,420 4,189,128

成 功 報 酬 － － － 250,425

商 品 売 上 － 1,313,799 1,313,799 1,313,799

顧 客 と の 契 約 か ら
生 じ る 収 益

81,420 1,313,799 1,395,219 5,753,353

そ の 他 の 収 益 18,211 － 18,211 18,211

外部顧客への売上高 99,631 1,313,799 1,413,431 5,771,565
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当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

（単位：千円）

 コンサルティング・アドバイザリー事業

 
経営コンサ
ルティング

Ｍ＆Ａアド
バイザリー

再生支援 その他

コンサル
ティング・
アドバイザ
リー事業合
計

コンサルティング・
アドバイザリー報酬等
（成功報酬を除く）

2,549,426 340,996 284,923 46,056 3,221,403

成 功 報 酬 － 794,918 15,561 － 810,480

商 品 売 上 等 － － － － －

顧 客 と の 契 約 か ら
生 じ る 収 益

2,549,426 1,135,915 300,484 46,056 4,031,883

そ の 他 の 収 益 － － － － －

外部顧客への売上高 2,549,426 1,135,915 300,484 46,056 4,031,883

 

 投資事業

合計
 投資 玩具小売

投資事業

合計

コンサルティング・
アドバイザリー報酬等
（成功報酬を除く）

185,496 － 185,496 3,406,899

成 功 報 酬 － － － 810,480

商 品 売 上 等 － 2,708,732 2,708,732 2,708,732

顧 客 と の 契 約 か ら
生 じ る 収 益

185,496 2,708,732 2,894,229 6,926,112

そ の 他 の 収 益 18,211 － 18,211 18,211

外部顧客への売上高 203,708 2,708,732 2,912,440 6,944,324
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

１株当たり中間純損失（△） △34.00円 △9.78円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純損失（千円） △399,635 △115,126

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損失

（△）（千円）
△399,635 △115,126

普通株式の期中平均株式数（株） 11,752,341 11,761,529

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間純損失であるため記

載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　当社の連結子会社である株式会社ホビーリンク・ジャパンは、2026年７月28日開催の取締役会において、以下の

とおり固定資産を譲渡することを決議し、2026年７月31日付で不動産売買契約を締結いたしました。

 

１．譲渡の理由

　物流体制の見直しの一環として、商品の保管及び物流業務について外部の物流事業者に全面的に委託することと

しました。これに伴い、本社土地及び建物の倉庫部分の必要度合いが大きく低下したことから、保有資産である本

社土地及び建物を売却し、物流業務の最適化を図るとともに、売却代金を借入金の返済に充当し財務体質の改善を

図ることが事業運営上適切であると判断したものです。

 

２．譲渡する相手会社の名称

　中央商工株式会社

　なお、譲渡先と当社グループの間には、記載すべき資本関係、人的関係及び取引関係はなく、関連当事者には該

当しておりません。

 

３．譲渡資産の種類、譲渡前の使途

　本社の土地及び建物

 

４．譲渡の日程

　取締役会決議日　2026年７月28日

　契約締結日　2026年７月31日

　物件引渡日　2026年８月25日（予定）

　なお、当該物件の譲渡にあたっては、当該物件が所在する佐野市の承認が必要となります。

 

５．譲渡価額

　599,000千円（税込）

 

６．その他重要な特約等

　本契約には、本物件の所有権移転および引渡しと同時に、本物件のうちオフィス区画及び駐車場区画の一部につ

いて、中央商工株式会社を賃貸人、株式売社ホビーリンク・ジャパンを賃借人とする定期建物賃貸借契約を締結す

る旨の特約が付されております。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年８月14日

フロンティア・マネジメント株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 成島　徹

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々木　一晃

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているフロンティア・

マネジメント株式会社の2026年１月１日から2026年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年１月１日か

ら2026年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括

利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、フロンティア・マネジメント株式会社及び連結子会社の2026年６月30日現在の財政状態並
びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ
せる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続
を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度
の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら
れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま
た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注
記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連
結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告
書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性
がある。
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・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな
いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び
内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない
かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人
は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結
論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に
ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻
害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

 

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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